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1は じ め に

開発経済学 ・途上国研究において,ミ クロ計量分析が多様 な問題 を解 決す るための接

近方法 と して確立 しつつあ る。巾国の郷村企業研究 において も,そ の ミクロデー タを用

いた計量 分析 はSvejn殺r[1990]に 始 ま り.現 在 までに相当程度分厚い蓄積 を形成 して

いる。言 うまで もな く,郷 村企業 ミクロ計量分析 の不可欠な基礎 となっているのが.郷

村企業 ミクロデー タであ る1)。従 って.現 在存在す る各種郷 村企業 ミクロデー タを体系

的 に捉え直 し,そ れ らの位 置づ けを明確 にす ることは,今 後の郷村企業実証研究 に とっ

て重要な意義を もつ作業であるよ うに思われ る、,更に我々は,こ の作業 を通 じて 中国 に

お ける統計作成過程 を追 ってい き,中 国 の統計 デー タを用いた研究 をおこなう際の有用

性 と限界に可能な限 り言 及 していきたい、、

そ こで本稿では,現 在 までに収集 ・作成 され,実 証 分析 に使用 され た,あ るい は今後

の実証分析に使用可 能な郷村企業 ミクロデー タを可能な限 り数多 く紹介 し.様 々な郷村

企業 ミクロデー タの中でのそれ ぞれの位置づ けを明 らかにす る、.その作業 を通 じて,今

後新たな郷 村企業 ミクロ計量分析の基礎 を提 供す るであろう固定観察点企業調査のデー

タ特性について明 らかす ることを目的 とす る:{》。

1)本 稿で用 いる郷村企業 は次の ように定義される。、それ らは,郷 政府あ るいは村政府が行政的

に管轄 している企業であ る。 この定義は,そ れら郷村企業が農村地域に立地する ことの ト分条

件を も示 している。さらに,行 政上,郷 管轄企業 ・付管轄企業であ るそれ らには.集 団所 有制

企業のみ ならず非 集団所有制企業(株 式制企 業 ・私営企業 ・外資企業)も 含まれている、

2)本 稿で 用い るデー タセ ッ トは,平 成8～9年 度文 部省科研 費特定 領 域研究(謀 題番 号:

08209133,研 究代表者:京 都大学教授辻井博.領 域代表者 二一橋大学教授松 田芳郎(当 時〉),ノ
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本稿の以下の構 成は次の とお りで ある。第ll節 で は,固 定観察点企業調査を含 む巾国

にお ける主要な郷村企業 デー タについて,そ の調査 方法か ら規定 され るデー タ特 性 と実

証研究への利用状況を述べる。続 いて第 皿節で は,固 定観察点企業調査の数量 的 に見た

デー タ特性 について,中 国における主要な郷村企業 デー タにおいて最 も包括的な内容を

持つ 『1995年第3次 全国丁:業普査』記載の郷村企業 デー タとの比較 の中で明 らか にして

い く。最後 に第IV節 で,本 稿のま とめを提示す る,

Il主 要な中国郷村企業データ

ここで は,固 定観察点企業 調査 を含む中国 にお ける主要な郷村企業 データについ て,

その調査方法か ら規定され るデー タ特性 と実証研究への利用状 況を述べ る、1実際 に,中

国の郷村企業 に関す る数量分 析は,そ の重要性 も相ま って膨大 な文 献が存在す る。 した

がって,本 節 での対象につい て次の ような限定 をお く.す なわち,① かな り人規模 に

調査が実施 され.世 界の シャーナ ル等でその成果が広 く周知されてい る調査研究資料,

② 未 だ ミクロデー タと しての分析 に至 って はいないが公 的機関 によって実施 され,そ

の利用 によっては大 きな可能性を有する統計資料,で あ る。 この基準か ら,以 下 の調査

研究 ・統計資料 を検討すべ きもの として選択 した,,

① 岡定観察 点企業調査(RCFPO-E調 査)

② 世界銀行 による郷村企業調査(WBE1調 査,WBE2調 査)

③ 大塚 グルー プによ る郷村 企業調査(計3回:OGE1調 査、(:)(3E2調 査,OGE3

調 査)

④R・zelleグ ループに よる郷村企業調査(RGE調 査)

⑤ 第三次全国工 業普 査

⑥ 中国郷鎮企業調査

⑦ 中国第一次農業普査(非 農郷鎮企業概況 カー ド)

②か ら④ は広 く活用されて きている調査研究資料,⑤ か ら⑦ は公的機 関によって実施

され ている統計資料 とい う分類 になる。以下.各 々の調査研究 ・統計資料 の概 要につ い

て見てい く。

＼平成11一一13年度文部省科研費基盤研究(A):(課 題番号:11691074、 研究代表者:京 都大学教

授辻 井博〉 による中国農業部農業経済中心との共 同研究 の成果 によって利用可能にな った もの

である:,
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1固 定観察点企業調査の概要

固定観察点企業調査(以 下,RCFPO-E調 査(RurωChinaFixedPoh・tObservation、

Ent。,p,i、,data))は,中 共中央政策研究室 と農業部が運営す る農村 経済発展 中心 農村

固定観察点弁公室に よる農村固定観察点調査 に基づ き収集 ・作成 され た ものであ る。農

村経 済発展 中心 は.農 業部直属の諮 問機 関で,中 国農村経 済発 展のための政策提言 及び

・その政策効果 の調査 ・分析 をお こな ってお り,こ の農村固定観察点調査弁公室 は農村経

済発展中心 の下部組織 として農村固定観察点調査及びその他農村経済の動向の観察 ・分

析 を実施 してい る機関である。固定観察点調査 は,農 村経 済の動 向の全面的 且つ系統的

な把握 を目的 と して,1984年 に開始 した全 国規模での農村調 査プロジェ ク トで あ り,現

在は中共中央政策研究室 と農業部の共同プロ ジェ ク トとして,農 家、郷村企業 及び当該

村経済 に対 して毎年1回,年 末 に調査が実施されている。 よ り正確 に旨えば.こ の調査

の対象企業 は郷村企業巾の村管轄企業31で あ 甑 それ らの ミクロデー タが収集 されてい

る.、

RCFPO-E調 査 において は,ま ず 中国全省 よ り320の サ ンプ ル村が抽出 され てい る。

1984年 以降,省 レベ ルの機関での調査が可能 となった地域か ら順次調査 を開始 し、1986

年か ら本格 的に調 査が実施 されてい る。調査期間は、1986年 か ら1991年 、一度中断があ

り,1995年 に再開 し現在に至 っている。各村か らの企業 の抽 出につ いては,原 則5企 業

を抽 出す ることで,そ の抽出が行わ れている%

当該企業が.(1〉 一定の場所で固定 的 もしくは相対 的に固定 的な設備 と生産 ・経営 に

従事す る固定的 な人員を有す る生産 ・経営組織であ ること,(2)長 年 にわ たって生産 ・

経営活動 に従事 してお り,1年 の うち3ヶ 月以L操 業 しているこ と.㈹ 独 立採算 制を

採用 してい るか,も しくは独立 した帳 簿を持 ち,収 支及び損益 を単独で算出可能で ある

こと,㈲ 当該地 域の行政機関発行 の営業許可証 を有 し(但 し,農 業 部門に従事す る企

業 を除 く),銀 行 に口座 を開設 してい るこ と,並 びに会計 表を作成 してい る こと,と

な っている。 この条件 は,サ ンプル企業は現実に経営活動 をおこなってい る独立 した企

業体であ ることを指 定 しているに過 ぎず,サ ンプル選別の基準 は極めて緩い。従 って,

RCFPO-E調 査のサ ンプ ル企業 は,そ の抽出 に際 してサ ンプル選 別バ イアスが殆 どな

3)中 国 において.企 業 は中央政府及び省,市,県,区.郷 鎮 とい った各 レベルの地方政府,そ

して基層行政組織であ る街道ない しは村のいずれか の管轄下にあ る・本デー タは,農 村地域 の

基層行 政組織で ある村が管轄す る企業の ものである。

4)原 則 が5企 業 とい うのは当該下級政府の指示に一任され てお 甑5以 上の企業が抽出されて

い る村 も多 く存 在す る.逆 に5企 業 よ りも少ない村 もある。
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第1表 固定観察点企 業調査(RCFPO-E)に おけ る調査内容 の変遷

1986～1991年 1995～1997年 1998～ 現 在

調査内容
一

項目数 調査内容 項日数 調査内容

』

項目数

基本情況

年末資金占用及其来源

全年生産経営概況

全年現金収益平衡
『 一『

41

18

19

35

基本情祝

資産 ・負債及所有者収益

損益状況

利潤分配情況

53

65

18

23

基本情況

資産 ・負債及所有者収益

損益状況

利潤分配情況

35

35

19

17

調査項目合計 113 調査項目合計 159 調査項目合計 106

用 一停6ζ4F縄 菰 田 堂出所1各 年の調査票 より筆者作成.

いといって よいであろ う5ナ。

このRCFPO-E調 査 は先に も述べた ように
,毎 年一 回全 国規模 で実施 され る調査 よ

り収集されている、 当データは.各 年における収集 データが全国規模の膨 大な クロスセ

クションデータであ ると同時 に,そ のデー タ期間 は.一 ・度中断期を含む ものの,1984年

か ら2002年 までの長期 にわたる時系列 データで もあ る。 しか しなが ら,調 査 内容が一貫

して同 じものであ った訳 ではな く,調 査票段階でい くつかの変更が なされ てい る。 この

RCFPO-E調 査の調査項 日をとりまとめ たのが第1表 である ,

これ までRCFPO-Eに は1986年 か ら1991年 ,1995年 か ら1997年,1998年 か ら現在 ま

で,以 上 の3種 類 の調査票が存在 している、表1を 見 ると,い ずれの調査票 において も

100を超 える項 目が調査 され,調 査内容か ら見て も企業調査 としてのRCFPO-E調 査 の

充実度が窺 える・・また調査項 目に前年度 に調査 を受けたか否かの情 報を含むため
,デ ー

タのパ ネル化 も可能である。 しか しなが ら、基本的に複数年次 の中断を挟む ことに加 え

て,調 査項 目か らもデー タセ ッ トと しては,1986年 か ら現在 まで の調査期の もの と考え

るよ りも,1986年 か ら1991年 までの もの と1995年 以降の ものと して分 けて考えた方が無

難であ る。 しか し,そ の ことがRCFPO-F調 査の位置づ けを揺 るがす もので はな く
,

その地理 的範 囲や継続性 か らみて,RCFP(τ)一E調 査は後 に紹介 す る二度 にオニ、た る世銀

郷村企業 データに匹敵す る大規模 デー タであ る。 このデー タの整理 ・実証研究への使用

はまだ進 んでお らず,今 後大 きな実証研究成果 を毎 ることが期待で きる
。

5)村 の抽出段 階でサ ンプル選別バ イアスが発生 しない という意味で ある 、その点で同 ・村に関
す る分析 をす るのであれば サ ンプ ル選別バ イアスが 回避されてい るといえ るだ ろ う

。 しか し
R(IFPO-E調 査 の場 合,3段 階有意抽 出なので,そ の時点で サ ンプル選 別バ イアスは発 生 し
てお り、当然,後 述す るRCFPO-E調 査 の20%抽 出 データであ るRCFPO 、RSF調 査 の場 合で

もサ ンプル選別 バイアスは発生 している.



中国における郷村企業 ミクロデー タ(⇔ (71)71

2広 く活用されているミクロデータ

1)第 一次世銀郷 村企 業デー タおよび第二次 世銀郷村企業デー タ

世界銀行 は,中 国国内研 究機関 と第一次 および第二次の郷村企業共 同調査 を通 じて,

二つ の郷村企業 デー タを収集 ・作成 している。

第一次 世銀郷 村企業 デー タ(以 下,WBE1調 査,WorldBanklsしEnterprisedata)

は,中 国杜 会科学院経済研 究所を主 とす る中国国内研究機関が世界銀行 との共同調査 プ

ロジェク トによ り収集 ・作成 した郷村企 業 ミクロデータであ る、江 蘇,安 徽,広 東,江

西の各省か ら,そ れぞれ1県 が選 ばれ印,そ れ ら4県 に立地す る郷村企業か らサ ンプ ル

企業122社 が抽出 され ている。そ こでは,可 能な限 り幅広 い所有形態の郷村企業 を包含

す る等の 目的のために,当 初 よ りランダムサ ンプリングは断念 されてい る。デー タ期間

は1970年,1975年,1978年 お よび1980-1986年 間 の各年で あ る.調 査が お こなわれ た

1986年 お よび1987年 時点で,上 記 のサ ンプ ル期間の回想デー タ(rec訓da面 を収 集 し

ている、、サ ンプル中には財務諸表未整備の企業 も多 く,不 十分 なデータ信頼性 によ り利

用 不 可能 な デー タも含 んで い る こ とを,プ ロジェ ク トの 中心 にい たByrdandLin

[1990]は 認め ている。各サ ンプル企業 の回想 デー タであ るため,パ ネルデー タと して

の利用 も可能であ ろ うが,実 際 に はそ の ような利 用は され てい ない。 上述のSvejnar

[1990]は このデー タを用 いて,お そ ら く世界で 初めて本格的な郷村企業 ミクロ計 量分

析 をおこなった。

このWBE1調 査 よ りも,郷 村企業研 究 に対 してよ り大 きなイ ンパ ク トを与 えたのが,

その 後 に収集 ・作成 された 第二 次 世銀郷 村 企業 デー タ(以 下.WBE2調 査,World

Bank2ndEnterprisedata)で あ る。

WBE2調 査 は,当 時の国務院農村 発展 研究 中心 が世 界銀行 との共 同調 査 プロジェ ク

トによ り収集 ・作成 した郷村企業 ミクロデー タである。 ここで は,河 北,山 西,遼 寧,

黒 竜江,安 徽,山 東,上 海,江 蘇,1折 江,福 建,広 東,広 西,湖 北,四 川,甘 粛 の15

省 ・市 ・自治 区よ り,一 県7》につ き数社ずつ,各 県において規模 が最 も大 きく,且 つ業

績が 良好 な計300社 がサ ンプル企業 として抽出 され ている8)。デー タ期 間は1984年 か ら

1990年 であ り,調 査 がおこなわれた時点で1984-1990年 の 回想 デー タが収集 されてい る。,

6)異 なった タイプの郷村企業発展パ ター ンをそれぞれ代表す るように,こ の4県 は抽出されて

いる。当然,ラ ンダムサンプ リングでは ない。

7)こ の省 か らの県 の抽 出基準 は,中 国側調査機関の スタッフがそ の県 にい るか どうかであ り,

ランダムサ ンプ リングとは言 えない.

8)従 って,各 県か らのサンプル企業の抽出 もランダムサ ンプ リングで はない。
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各サ ンプル企業の回想 デー タで あるため,バ ネルデー タと しての利用が 可能であ る。

このWBE2調 査 のサ ンプル企業 は工 業企業であ り,工 業内部で の業種構成 は石炭採

掘業か ら工芸品まで 多岐 に渡 ってい る,,ま た,所 有制 につ いて も,集 団所有制の形態が

多様であ り.区 による集 団所有制,郷 による集 団所有制.村 による集団所有制があ る。

これ ら集団所有制企業 はサ ンプル企業全体 の80%以 上 を占める.

このWBE2調 査 は,所 有制 に関す る詳細 な情 報 を持ち,郷 村企業 ミクロデー タセ ッ

トとしてはその カバ レッジは広 く91,且 つ質的 にも充実 した内容 を持つ もので ある、、一

方,そ の規模 や業績 におい て一定の基準を クリア した企業 のデー タが収集されているた

め,デ ー タが大規模かつ優良企業 に偏 っている とい うサ ンプル選別バ イアスがある。

そ して このWBE2調 査は.こ れ まで多 くの先行研究 にお ける実証分析に利用され1〔炉),

郷村企 業の行動様式 の解明,そ のパ フォーマ ンスの計測 とい った研究 に大 きく貢献 して

い る。

2)大 塚 グループの郷村企業デー タ

大塚他[1995]は,1991年 か ら1993年 にか けてアバ レル産業及び工作機械工業 に関す

る調査 を実施 し,企 業 ミクロデー タを収集 ・作 成 して い る、 そ の デー タセ ッ トが

OGE1調 査(OtsukaGroupEnterprisedata,type1)で あ る。そのOGE1調 査 には,数

十企業の郷 村企業 のデータ も含 まれている、 アパ レル産業 に関す る調査は1991年 に北京

市,上 海市,広 東省広州市 において,工 作機械工業 に関す る調査は1993年 に上海市,遼

寧省藩陽市,江 蘇省 南京市,同 省無錫市,同 省常州市においてお こなわれた川。これ ら

のOGE1調 査 にお ける郷村企業 ミクロデー タの内容 は,ア パ レル産業 につ いては1985

年 と1990年 における企業 の所有形態や企業設立年次。生産 高.製 品販売 ルー ト,財 務指

標,従 業員数,従 業 員の雇用形態。山身地 。学歴,労 働時 問,勤 続年数な どが.そ して

工作機械工業については,1991年 における企業の所有形態や企業設立年次.製 品 とその

生産台数 従業員数,賃 金.財 務指標 といった調査項 目のほか に設備投 資や部品調達に

関す る詳細な項 目を含 んでい る。 アバ レル産業 につ いては1985年 デー タが基礎 的な項 目

9)次 に紹 介 す る 第 三次 工 業 普 査(工 業 セ ンサ ス)の 郷 村 企 業 デ ー タ は,集 計 デ ー タ と して提 供

さ れ て お り,企 業 レヘ ルの ミク ロ デー タ と して は利 用 で き ない 、

10)例 えば,DollgalldPutterman[1996],DongandPutfermanl1997〕,Dong[1998]、Hsiaoet

al・[1998],Nugenteta1,[1999],Jeffersolll19991、PlttandPuし しermal1[19991,Mellg[2000]

な どが あ る 。

11)サ ン プル 企 業 の抽 出 は,国 有 企 業 ・郷 村 企 業 な ど の企 業 類 型 で 層 化 した う えで の ラ ン ダ ムサ

ンプ リ ン グに よ る もので あ る。
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に限定 され てお り,工 作機械工業については,1991年 一一期分のみ中郷 村企業 デー タが収

集され ているので,パ ネルデー タ化は不可能で ある、

大塚他[1995]に よ り独 自に収集 された このOGE1調 査 はその詳 細な調査項 目 とと

もに,複 数 の地域 を網羅 してい ること,抽 出された データ企業の業種 の統 一がおこなわ

れてい ることなどの特徴 を持つ。 このOGE1調 査デー タを用いた大塚他[1995]の 実

証研 究は,日 本 にお ける巾国企業の計 量経 済学 的手法 を用いた本格的な実証研究 の先駆

け とな った。

大塚 グループは,更 に近年 において も郷村企業 の調査 ・ミクロデー タ収集をお こなっ

てい る.SonobeandOtsuka[2003]は,1999年 と2000年 に調 査 とデー タ収 集を実施 し。

その デー タに基づ き計量 分析 をお こな ってい る。それがOGE2調 査(OtSllkaGroup

Enterprisedata,type2)で ある。彼 らは.ま ず28県121政 府 によ って集 め られた企業 リス

トよ りサ ンプル郷 村企 業 を完全 ランダムサ ンプ リングで 抽出 した。 そ して,回 想 法

(retrospectivesurvey)に よ り,1999年 もしくは2000年 時点で1995-1998年 のデー タを収

集 している.

調査 ・デー タ収集対象 は.長 江下流域(ヒ 海市 ・江蘇省 ・安徽省)に 立地 し,ア バ レ

ル産業 および鋳造業 に属す る郷村企業 とな っている。1995年 と1998年 の両年でデー タが

収集されたのは,ア パ レル産業で56社,鋳 造業で58社 であ る.収 集されたデー タは.生

産高 や中間投入額,固 定資 産取得価格(原 値),従 業 員数等 の生産関数推定 に必 要な項

目や企業 の持株(所 有権)比 率 を含んでいる。 但 し.重 要 な変数である固定資産取 得価

格(原 値)は1995年 と1998年 の両年のみにおいて収集 されてお り,1996年,1997年 には

収集され ていない。そのパ ネル化状況について述べれば,上 記の ように,少 な くとも,

各産 業につ き数十企業 についての1995年 と1998年 の2時 点パ ネルデー タにな っている。

OGE2調 査 の特徴 については,ま ず,こ の グルー プのデー タに共通す る特徴 として,

そのサ ンプル企業が特定の産業 に限定されているこ とが挙げ られる。また,デ ー タ期 間

は1995-1998年 と比 較的新 しい、 そのため.持 株(所 有権)比 率 のよ うな,近 年生 じた

民営化 とい う事態の分析 を可能 にす る項 目を も含 んでい る。

最 後 に,Sonobeetal.[2002](邦 訳 文献 は園部 ・大塚[2004])が お こな った農村 立

地企 業 の調 査 お よび ミク ロデー タ収 集 に触 れ て お く。 それ がOGE3調 査(Otsuka

GroupEnterprisedata.type3)で ある1.彼 らは,2000年 に調査 とデー タ収集 を実 施 して

12)こ の28県 自体 は,上 海近郊 ・江蘇省南部(長 江 よ り南部)・ 安 徽省中の長江 と涯河 に挟 まれ

た地域 に立地す る58県 か ら完全ラ ンダムサ ンプ リングに よ り抽掲されている。
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いる。2000年 時点で1990 ,1995,1999年 の回想デー タを収 集 している。

OGE3調 査 におけ るデー タ収集 対象 は,断 江省北部 の湖州市織里 鎮 とその周辺 に立

地 し.ア パ レル産業に属す る小 規模 私営企業98社 で ある131。ただ し,そ のサ ンプル企業

は、農村地域である湖州市織里鎮 とその周辺 に立地 しているとい うだ げで,郷 ・鎮政府

ない しは村政府が行政 的に管轄す るとい ういわゆる1郷 村企業」で はない企業を含んで

い る可能性が あ る。実際Sombeetal.[21)02]も サ ンプル企業 を郷 村企業 とい うカテ

ゴリーの中では取 り扱わず.湖 州市織里鎮地域 とい うアパ レル産業集横地域 に立地する

小規模 企業 として取 り扱 ってい る。従 ってこれ以上 の詳細 な紹介 は割愛す る、,但し,パ

ネル化はなされてい ない ことを付言 してお く。

3)Rozelieグ ループの郷村企業 デー タ

LiandRozelle[2000]1ま,彼 らが独 自に収集 した江蘇省 と漸江 省の 且5の県 の郷村企

業 くク ロデー タを用 いた 実 証研 究 をお こなっ て い る,そ れ がRGE調 査(Roze11e

GroupEnterprisedata)で ある。RGE調 査は より正確 に言 えば,彼 らのサ ンプル企業

は全 て郷企業で あ り,村 企 業を含んでいない、,これ はRCFPO-E調 査 とは対 称的で あ

る。 ここで用 いられた デー タは,江 蘇及び漸江両省の郷企業か らランダムサ ンプ リング

によ って選 ばれ た企業の ものであ る、江蘇省か ら8つ の県が,漸 江省か ら7つ の県がサ

ンプ ル県 として選択 され ている141.そ れ らの県内の各郷 よ り,1郷 につ きラ ンダムに3

企業 が抽 出されている。BrandtandLi[2002]に よれば,こ こでのサ ンプル企業 の基準

は従業 員数が20名 以上で,且 つ固定資産額が20万 元以上の規模 を持 つ こと,と なってお

り,や は り一定 のサ ンプル選別バ イアスがあ る、,デー タ期間は1994年 か ら1997年 と比較

的新 しい。 データ収集 は1998年 に,回 想法 を用いてお こなわれているため,パ ネルデー

タとしての利用 も可能であ る、,

以 上の手続 きによって抽出 されたサ ンプル郷村 企業168社 の うち,33社 は私営企業 と

して設立 された もので あ り,残 りの135社 が郷有企業 として設 立 された もので ある。但

し,デ ー タ期 間であ る1994年 か ら1997年 に88杜 が民間所有者に売却されたため,1997年

13)彼 ら1よJilitownと 書いてい るが,標 準的 な併音 表記で は7hiliで あ る。その湖州市織里鎮

は中 国国家統計 局 「中国農村郷 鎮 統計概 要2000』 に よれば,企 業数2800.企 業 就業 人員が

40、000人 と周囲の建制鎮を圧倒 している.ま た郷村経済総収入では93億 元あま りと漸江省で一

番 にラ ンキングされてい る、,まず、サ ンプル企業候補 として,60%は 織 里鎮よ り,残 りの40%

は織 里鎮近 郊の村よ り,そ れぞれ完全に ランダムに120杜 が 選ばれ、そ こか らデー タとして使

用不可能 な18杜 が除去されて.彼 らのサ ンプル企業が決定されてい る。

M〉 サ ンプル県,そ してサ ンブル郷の抽出 は,収 入 によって設定された各階層から均等 に取 り出

す層化 ランダムサ ンプリングによ るもので ある,
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末 には47社 のみ が郷 政府所有企業 となってい る。

3公 的機関によって実施されている郷村企業調査

1)第 二次 工業普査(丁 業 センサ ス)

工業普査(工 業 セ ンサ ス)は,こ れ までに,第 ・次(1950年).第 二次(1985年),第

三次(1995年)の3回 にわ た りに実施 されてい る,改 革 ・開放が開始 される遥か以前 に

実施された第一次工業普査 はい うまで もな く,第 二次工業普査 も国有企業中心の調査で

あ り,郷 村企業 には国有企業に比 して簡素化 された調査のみがお こなわれている。郷村

企 業 も本格的 な調査対象 とされたのは,次 の第三次全国工業普査においてである、、

第三次全 国工業普査 は,郷 村企業を含む中国全 国のすべての工業企業 と工業 生産部 門

を持 つ企業(内,郷 村企業 は652万85社)を 対 象にお こなわ れた調査 であ り,調 査主体

は国務 院国家統計局であ る。調査時期は1995年 で あ り,調 査内容 は,企 業 の所有制,業

種等 の概況,財 務状況,労 働力投 入 ・労務管理状況,主 要製品の品質,製 品販売状況,

エネルギー及び原材料消費の状 況,設 備保有量.設 備更新状況.技 術水準 など多岐 にわ

たってお り,調 査項 目は合計で100を 超 える,,こ の第三次全 国工業普査 のデー タの調査

項 日は。毎年年報 と して発行 される各種統計年鑑のそれを上回ってお り,質 ・量 ともに

中国統計デー タの中で もっとも豊富 な内容 を持つ ものである。

この第三次全国工業普査 にそのデータが記載 されている郷村企業 は.工 業部 門のそれ

であ る。 この第三次全 国工業普査 のデータが持つ豊 富な調査内容 は,従 来 にお ける郷村

企業の年次統 計資料 の情報量 の少 なさを解消 し,郷 村企業発展の現状把握,及 び政府や

行政機関の農村経 済 と郷村企業発展 に関す る政策決定 に大 き く貢献 した.

但 し,こ れ に含 まれ る郷 村企業 デー タは工業部 門の ものに限定 されてお り.且 つ・

1995年 一期 のクロスセクシ ョン ・デー タである。また.工 業普査におけ る郷 村企業調 査

の成 果は,集 計 デー タと して提供 されてお り,企 業 レベ ルの ミクロデー タとしては利用

で きな い。但 し・ 第三次 丁業普査 に よる郷 村企業調査 の成 果は,産 業 ・業種別の集計

デー タとしても公表 されてい る,

2)『 中国郷鎮企業年鑑』 の郷 村企業調査

次 に、 もう一つ の公的機関が作 成 した郷村企 業集計 デー タで あ る 『中 国郷鎮 企業年

鑑』 の郷村企業 デー タを紹 介 してお こう1,た だ し、 このデー タも,そ の公表形態が集計

デー タであ るため,ミ クロデー タとしての利用 は不可能である。

『中国郷鎮企業年鑑』 の郷村企業 デー タについては,農 業部郷鎮企業局及 び各省 ・市
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の郷鎮企業局に よって調査が行われてい る、、この調査 は,数 千万社単位 の郷村企 業 をカ

バー している。 第三次全 国工業 普査 の調査対 象郷村企業数約650万 社 よ りも,調 査対象

企業数が 多いのは、(T:業 企業 だけを対 象 とした工業普査 とは異 な り)当 調査 が第1次

産業か ら第3次 産業まですべ ての産業の郷村企業をカバー しているか らであ る。

『巾国郷鎮企業年鑑』 は毎 年一 回刊行されてお り.従 って,時 系列 データと しての利

用 も可能であ る点が,第 三次工業普査の郷村企業デー タに比 しての長所であ る。そ して,

当年鑑 は省別,産 業 ・業種別 デー タも掲 載 してお り,ま た一部 の市(南 京市,青 島市

等)に ついて は、市 レベルのデー タも入手可能である,,但 し,第 三次工業普査 に比べ る

と.調 査項 目がやや 少な くな ってい る。 『中国郷 鎮企業年鑑』か ら把握 される調 査項 目

につい ては.年 毎に若十の変動が 見 られ るが,毎 年同一項 目が調査 ・掲載 されてい る箇

所 も多 い。毎年の郷村企業の動 向を地域,或 いは産業 ・業種全体 につ いて把握す るには

有用 な資料であ ると言えよ う.

3)中 国第一次農業 普査(非 農郷鎮企業概況 カー ド)

中国第一次農業普査は1997年 に実施 されたが,そ の中で郷村企 業に対 しても調査が実

施され ている。 それが 「非農郷鎮企業概況 カー ド」であ る。その調 査票 は,全 国集計 と

して公刊 され ている 「中国第一次 農業普脊綜合提要」 にも掲載されている。 その内容 は,

① 所 有形態,② 業種,③ 登記状況,④ 外資導入状況 ⑤ 株 式会社 か否か,⑥ 所在

地 ⑦ 創業年 月 ・稼働 状況(96年 における経営 月数).⑧ 就業状況,⑨ 経営収 入(12カ

テ ゴリー)と なってお り,決 して詳細 な調査が実施 されてい る訳ではない。 したがって,

ミクロデー タとして,あ らゆ る企業行動 の問題に対応 した数量分析への利用は期待 で き

ない。

集計 デー タとしてのデー タ利用 については,下 級政府 による集計結果が公刊 されれば。

県級,郷 鎮 級の集計結果が その 中に含まれてお り,悉 皆調査 なので当該地域におけ る郷

村企業の規模,労 働 力の保有状況 など棊本的な母集 団情報 を知 ることがで きる。その公

表状況 は進んでい るとは言 い難い、

4小 括

以上,使 用可能な郷村企 業 ミクロデー タとしては,世 銀 と中国社会科学 院が実施 した

WBE1調 査.WBE2調 査 と中国農業部農村経済研究中心が実施 したRCFPO-E調 査が,

公 的機 関が全面的 に関与 した大規模 な郷村企業 デー タとして存在 し,そ の他 に個別研究

者グ ループによってそれぞれの分析 課題 に基づ き収集 されたデー タがある。そ して,そ
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れ らの うち,RCFPO-E調 査 につい ては多大 な利用 可能性 が残 され てい ることを指摘

した。次稿では,RCFPO-E調 査の リサ ンプ リングデー タであ るRCFPO .RSE調 査 に

ついて,RCFPO-E調 査 の集計結 果か ら得 られ る情報,及 び本節で見 て きた種 々の調

査 から把握 され る数値 を基に,そ の数量 的特徴 を見てい くことにする。
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